
主目的 5 19 2

副目的

款 項 目 大 中

・合瀬川水系5市町において農業用水と生活雑排水等と分離するため、県営事業により用

水施設のパイプライン化を図り、その工事費を負担する。

・全体受益面積948.43ha（うち小牧市関係372.37ha、32.42％）、全体事業費10,180,000千円

（うち小牧市負担分32.42％）。

◆25年度実施内容

農業用水管を水質保全対策事業｢合瀬川地区｣で2,490ｍ、小規模かんがい排水事業で

124mが施工され、工事費にかかる負担金を支出した。

◆25年度直接経費の内訳

県営水質改善対策事業負担金ほか2件(4,275千円)
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事務事業名 担当部

担当係事業期間

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

農業用水と生活排水等の分離を図ることにより、都市汚水による水質汚濁に起因する障害

を除去する。

事業番号 061

平成26年度 事務事業評価シート平成26年度 事務事業評価シート平成26年度 事務事業評価シート平成26年度 事務事業評価シート

地域活性化営業部

事事事事

　　　　

　　　　

業業業業

　　　　

　　　　

のののの

　　　　

　　　　

概概概概

　　　　

　　　　

要要要要

一般会計

水質保全対策事業

根拠法令・個別計画

担当課会計区分 事業類型 一般

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

0.00

Ｈ23決算額

財源

その他　農業施設整備事業債(1,700千円)

◆26年度直接経費の内訳
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事業番号

1,200

事業の

達成状況

農業用水の水質保全を目的とした事業である。平成7年度事業開始以来、平成25年

度末の事業進捗率（整備延長）は73%である。
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事業実施におけ

る課題

平成7年事業着手以来、相当の期間が経過している。この間に農地の減少や下水道

事業の進捗に伴う水質改善など社会情勢の変化がめざましい。パイプラインの整備

には引き続き相当な期間と費用が想定されることから、整備計画の変更が必要となっ

てきている。
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判　定　理　由

社会情勢を勘案し、パイプライン整備区間の規模縮小および整備期間延長の変更を

行う。

平成26年度策定の変更整備計画に基づき、事業の早期完了に向けて関係団体と調

整を図る。
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農業用水の水質保全はもとより、付帯効果として水害対策も見込めることから、現状

規模での継続は必要である。

判定理由

本事業は、主に愛知県が行っており、事業費の一部を関係市町が負担している。負

担金の縮小・廃止となると関係市町へも影響が及ぶこととなる。
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事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）
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